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第一部【企業情報】 
 

第１【企業の概況】 
 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1)連結経営指標等 

回次 第66期中 第67期中 第68期中 第66期 第67期 

会計期間 

自平成15年 
３月21日 
至平成15年 
９月20日 

自平成16年 
３月21日 
至平成16年 
９月20日 

自平成17年 
３月21日 
至平成17年 
９月20日 

自平成15年 
３月21日 
至平成16年 
３月20日 

自平成16年 
３月21日 
至平成17年 
３月20日 

売上高 百万円 38,877 42,165 44,693 85,072 92,492 

経常利益 〃 1,157 3,319 3,859 5,597 8,882 

中間（当期）純利益 〃 100 815 1,651 2,073 3,523 

純資産額 〃 41,061 46,457 57,967 43,348 52,262 

総資産額 〃 97,294 92,768 99,525 92,657 99,913 

１株当たり純資産額 円 1,316.21 1,345.43 1,426.73 1,350.31 1,415.75 

１株当たり中間(当期)純利
益金額 

〃 3.25 24.53 42.01 62.90 98.33 

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益金額 

〃 3.11 20.60 39.31 50.10 83.81 

自己資本比率 ％ 42.20 50.08 58.24 46.78 52.31 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

百万円 3,209 2,393 3,937 5,789 7,215 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

〃 △1,842 △2,099 △1,592 △2,765 △3,628 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

〃 △7,782 △195 419 △11,596 △1,058 

現金及び現金同等物の中間
期末（期末）残高 

〃 15,924 13,556 18,763 13,603 16,108 

従業員数 人 3,794 3,934 4,052 3,808 3,984 

 （注） 売上高には、消費税等は含まれていない。 
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(2）提出会社の経営指標等 

回次 第66期中 第67期中 第68期中 第66期 第67期 

会計期間 

自平成15年 
３月21日 
至平成15年 
９月20日 

自平成16年 
３月21日 
至平成16年 
９月20日 

自平成17年 
３月21日 
至平成17年 
９月20日 

自平成15年 
３月21日 
至平成16年 
３月20日 

自平成16年 
３月21日 
至平成17年 
３月20日 

売上高 百万円 17,610 19,469 21,861 36,834 40,844 

経常利益 〃 1,272 2,441 3,428 2,649 4,953 

中間（当期）純利益 〃 751 1,091 1,983 1,050 1,392 

資本金 〃 6,706 8,477 10,809 7,160 9,640 

発行済株式総数 千株 31,490 34,783 40,731 32,334 36,944 

純資産額 百万円 38,583 43,316 52,197 39,824 46,167 

総資産額 〃 73,125 68,625 73,246 65,776 69,530 

１株当たり中間(年間)配
当額 

円 3.00 3.00 6.00 10.00 16.00 

自己資本比率 ％ 52.76 63.12 71.26 60.54 66.40 

従業員数 人 1,071 1,074 1,108 1,049 1,075 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれていない。 

    ２．「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間（当期）純利益金額」及び「潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略している。 
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２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はない。また、主要な関係会社における異動もない。 

 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

 

４【従業員の状況】 

(1)連結会社の状況 

 平成17年９月20日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

エンジン計測システム機器 701 

分析システム機器 1,119 

医用システム機器 860 

半導体システム機器 524 

全社（共通） 848 

合計 4,052 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グ

ループへの出向者を含む）である。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属し

ているものである。 

 

(2)提出会社の状況 

 平成17年９月20日現在

従業員数（人） 1,108 

 （注） 従業員数は就業人員（当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む）である。 

 

(3）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はない。 
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第２【事業の状況】 
 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当中間連結会計期間のわが国経済は、株式市場の回復や企業の設備投資の拡大など景気の先行きに明るさが

見られる一方、原油価格の高騰による素材価格の上昇といった懸念材料も台頭してきた。この間、計測・分析

機器業界においては、国内自動車産業を中心に活発な民間設備投資が行われた反面、デジタル家電の単価下落

などの影響による半導体産業向けの需要伸び悩みや競合激化に伴う価格下落傾向が続き、全般的には依然厳し

い状況が続いた。このような状況下、当社は前期から継続して「HORIBA Group is One Company. （HORIBAグ

ループは一つの会社）」をグループ経営方針とし、“継続的な企業価値向上”をめざして事業活動を行ってき

た。当社は現在38社のグループ会社、従業員4,052名（うち海外2,132名）を有するグローバルカンパニーと

なったが、今後より一層飛躍するためには、国境や会社組織など効率性や事業資源共用の妨げとなる壁を取り

払いグループ一体となって“企業価値”の向上をめざすことが必要である。具体的には、事業戦略立案や損益

管理を事業セグメント単位とすることで、よりグローバルな戦略でスピーディに運営を行うとともに、生産・

購買・法務・経理・ITなどの事業共通のサポート部門については、今後地域単位で共有化することにより経営

の効率化を進めていく。 

 一方、当中間連結会計期間に実行した各事業セグメントにおける強化施策としては、エンジン計測システム

において、8月にカール・シェンク社（ドイツ）の自動車試験装置事業の買収契約を締結、自動車開発に必要

な計測機器をフルラインアップ化する事業戦略を打ち出した。分析システムにおいては、急成長が見込まれる

ナノテク計測分野で積極的な拡販策を行ったほか、環境関連分野では大気汚染規制対応のVOCモニタを市場投

入した。また医用システムでは、中長期的な事業拡大を意図して、大型血球計測システム及び中型生化学分析

装置の拡販に注力する一方、今後拡大が見込まれるPOCT（患者の迅速診断）市場向けの製品開発を強化した。

半導体システムにおいては、半導体300ｍｍ市場をターゲットとして、半導体製造装置周辺で求められるさま

ざまな制御・計測ニーズに応えるための製品投入や液晶の品質確保に不可欠な薄膜検査装置の拡販とコストダ

ウンに努めた。 

 これらの結果、当中間連結会計期間の売上高は44,693百万円（前年同期比6.0％増）、営業利益3,737百万円

（前年同期比5.8％増）、経常利益3,859百万円（前年同期比16.3％増）、中間純利益1,651百万円（前年同期

比102.4％増）となった。 

 

 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりである。 

 

（エンジン計測システム機器部門） 

 アジア市場における自動車メーカの新規投資が拡大したことに加え、2007年の排ガス規制に向けた北米市場

の需要盛り上がりにより、売上高は前年同期比19.0％増の12,594百万円となり、売上増とそれにともなう量産

効果により、営業利益は同50.1％増の2,552百万円となった。 

 

（分析システム機器部門） 

 国内向け有害元素検査用Ｘ線分析装置や環境関連の煙道用排ガス分析装置、また世界的なナノテク用分析装

置の需要拡大により、売上が好調に推移し、売上高は前年同期比8.9％増の14,246百万円となった。利益面で

は、ユーロ高ドル安の影響で欧州子会社の輸出損益が厳しい状況が続いたものの、売上増の効果で、営業損失

は92百万円（前年同期は247百万円の営業損失）となった。 

 

（医用システム機器部門） 

 新製品の大型血球検査システムや中型生化学分析装置の販売が欧州市場を中心に増加したことにより、売上

高は前年同期比6.6％増の9,348百万円となったものの、ユーロ高ドル安の影響や新製品拡販に伴う販売費用の

増加で欧州子会社の損益が悪化し、営業利益は同45.7％減の209百万円となった。 

 

（半導体システム機器部門） 

 半導体・液晶関連の各種検査装置は堅調に推移したものの、主力のマスフローコントローラが前年同期の半

導体市場好調の反動で売上が減少し、売上高は前年同期比12.6％減の8,505百万円となり、営業利益も同

37.0％減の1,068百万円となった。 
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 所在地別セグメントの業績は、次のとおりである。 

 

(本国) 

 半導体システム機器部門が前年同期の市況好調の反動で減収となったものの、エンジン計測システム機器部

門が自動車産業の研究開発投資の活発化により増収となったことに加え、分析システム機器部門、医用システ

ム機器部門も堅調に推移し、売上高は前年同期比6.9％増の23,526百万円、営業利益は同3.0％減の3,822百万

円となった。 

 

(アメリカ) 

 半導体システム機器部門が減収となったものの、エンジン計測システム機器部門がアメリカにおける排ガス

規制需要の盛り上がりで大幅な増収となり、売上高は前年同期比9.4％増の4,677百万円、営業利益は56百万円

（前年同期は116百万円の営業損失）となった。 

 

（欧州） 

 分析システム機器部門がナノテク用分析装置、医用システム機器部門が新製品投入の効果で増収となり、売

上高は前年同期比4.4％増の15,656百万円、営業損失は318百万円（前年同期は493百万円の営業損失）となっ

た。 

 

(アジア) 

 半導体システム機器部門が減収となり、売上高は前年同期比6.3％減の833百万円となったが、エンジン計測

システム機器部門が増益となり、営業利益は同14.4％増の188百万円となった。 

 

(2) キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ2,655

百万円増加し、当中間連結会計期間末残高は18,763百万円となった。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における営業活動による資金の増加は、3,937百万円（前年同期は2,393百万円の増加）

となった。主な要因は、仕入債務の減少が1,915百万円、法人税等の支払1,484百万円があったものの、税金等

調整前中間純利益が3,479百万円と前年同期に比べて増加し、売上債権が3,976百万円減少したこと等によるも

のである。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における投資活動による資金の減少は1,592百万円（前年同期は2,099百万円の減少）と

なった。主な要因は、有形固定資産の取得による支出1,457百万円等によるものである。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における財務活動による資金の増加は419百万円（前年同期は195百万円の減少）となっ

た。主な要因は、短期借入金の純増額404百万円や長期借入金による収入681百万円によるものである。 
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２【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

事業の種類別セグメントの名称 生産高（千円） 前年同期比（％） 

エンジン計測システム機器 15,167,665 126.16 

分析システム機器 16,086,947 123.95 

医用システム機器 9,471,362 99.74 

半導体システム機器 7,423,105 56.31 

合計 48,149,079 100.99 

 （注）１．金額は販売価格によっている。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

 

(2) 受注状況 

 当中間連結会計期間の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 
前年同期比 
（％） 

受注残高（千円） 
前年同期比 
（％） 

エンジン計測システム機器 14,807,745 117.69 11,039,541 119.39 

分析システム機器 16,075,279 110.79 8,467,351 120.51 

医用システム機器 10,003,273 106.89 1,985,997 111.59 

半導体システム機器 8,598,525 89.18 1,659,802 109.88 

合計 49,484,823 107.36 23,152,692 118.35 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

 

(3) 販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

事業の種類別セグメントの名称 販売高（千円） 前年同期比（％） 

エンジン計測システム機器 12,594,186 119.01 

分析システム機器 14,246,131 108.87 

医用システム機器 9,348,224 106.60 

半導体システム機器 8,505,035 87.43 

合計 44,693,577 106.00 

 （注）１．セグメント間取引については、相殺消去している。 

    ２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 
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３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変更

はない。 

 

４【経営上の重要な契約等】 

(株式売買契約) 

当社及び一部の連結子会社は、Carl Schenck AG（ドイツ）等との間において、同社グループの自動車関連計

測事業子会社の株式を平成17年９月30日付けで取得することで合意し、平成17年８月17日に株式売買契約を締結

した。株式取得に関する概要は以下のとおりである。 

 

(1) 目的 

 今回買収する事業を、当社グループにおけるエンジン計測ビジネスの新たな部門として位置づけ、エンジン性

能試験をはじめとするパワートレイン（エンジン、吸排気系、トランスミッション及び電子制御ユニットの総

称）開発に対する総合計測設備メーカとして事業拡大するため。 

 

(2) 株式取得の相手会社の名称 

 Carl Schenck AG（ドイツ）、Schenck Corporation（アメリカ）、Schenck Limited（イギリス） 

  

(3) 買収する会社の名称、事業内容、規模 

事業規模（平成16年12月期） 名称 国名 事業内容 

売上高（百万円） 従業員数(人)

Schenck Pegasus GmbH ドイツ エンジン試験装置、動力伝達装置の試験装置、車輌

試験装置、ブレーキ試験装置等車輌及び車輌構成装

置の試験用装置及び測定用装置の販売、委託販売、

組立、据付、メンテナンス、サポートサービス、ア

フターサービス及び上記技術の提供 

6,337 269

Schenck Pegasus Corporation アメリカ 同上 1,744 69

Schenck Korea Ltd. 韓国 同上 83 5

シェンク東京衡機株式会社 日本 同上 175 6

 

(4) 株式取得の時期 

 平成17年９月30日 

 

(5) 取得会社名、取得する株式の数、取得価額及び取得後の持分比率 

名称 国名 取得会社名 取得する株式の数（株） 取得後の持分比率（%） 取得価額 

Schenck Pegasus GmbH ドイツ ホリバ・ヨーロッパ

社（ドイツ） 

1 100

Schenck Pegasus 

Corporation 

アメリカ ホリバ・インターナ

ショナル社（アメリ

カ） 

20,800 100

Schenck Korea Ltd. 韓国 ㈱堀場製作所 135,000 100

シェンク東京衡機株式会

社 

日本 ㈱堀場製作所 48,600 81

左記4社総額で7,836

千EURである。 

 

(6) 支払資金の調達 

 自己資金及び銀行借入 
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５【研究開発活動】 

 当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は、2,677百万円であり、各事業部門の研究の目的、

主要課題、研究成果及び研究開発費は、次のとおりである。なお、研究開発費については、当社及び一部の連結

子会社で行っている基礎研究開発費用256百万円が含まれている。 

 

(1) エンジン計測システム機器部門 

 主に当社、ホリバ・インスツルメンツ社（アメリカ）ならびにホリバ・ヨーロッパ社（ドイツ）の３極体制

により、自動車排ガス計測における排ガス分析計、自動運転システムからデータ処理までのトータルシステム

にわたる製品に関する研究開発を行っている。当中間連結会計期間においては、高感度連続PM測定装置、硫黄

計測装置、ならびにEPA2007 HDD規制対応トータルシステムの導入を日米欧で実現、さらなるターンキーソ

リューションプロバイダとして機能強化の継続を図った。さらに、国内新長期規制、日欧のLDD次世代ディー

ゼル開発投資へ向け、さらなる規制強化を見込むPM計測、また粒子計測をターゲットに装置開発を推進した。

当中間連結会計期間における主な成果としては、車載型排ガス計測装置、PM粒子計測装置、オイル消費率計測

装置が挙げられる。当事業に係る研究開発費は269百万円である。 

 

(2) 分析システム機器部門 

 主に当社及びホリバ・ジョバンイボン社（フランス）が中心となって、バイオ、環境、エネルギー、半導

体・エレクトロニクスの研究開発、品質管理向け分析機器の研究開発を行っている。当中間連結会計期間にお

いては、欧州のWEEE/RoHS規制、自動車向けELV規制を始めとする環境規制に向けた有害元素蛍光Ｘ線検査装置

やナノ材料・バイオテクノロジー、有機EL素子等最先端の科学技術分野に向けた理科学分析機器や、上水の品

質をチェックする水道水モニタや、光化学オキシダントの要因になる各種施設から排出されるVOCの測定を行

うVOC計などの環境用分析装置の研究開発を中心に行ってきた。当中間連結会計期間における主な成果として

は、乾式対応のレーザー回折／散乱式粒子径分布測定装置、軽油分析用の蛍光Ｘ線検査装置の新製品や石油化

学プロセスプラントや食品飲料プロセスにソリューションを提供するUVスペクトロンメータ、中国を始めとし

てグローバルに煙道排ガス計測システムの供給などが挙げられる。当事業に係る研究開発費は878百万円であ

る。 

 

(3) 医用システム機器部門 

 主に当社、ホリバABX社（フランス）が中心となって、血球計数装置、生化学分析装置、免疫測定装置等の研

究開発を行っている。当中間連結会計期間における主な成果としては、大型血球計数装置、生化学分析装置に

ついてそれぞれ新製品を市場投入した。また、日本国内において、大手検体検査企業に血糖計のOEM供給を開

始した。当事業に係る研究開発費は767百万円である。 

 

(4) 半導体システム機器部門 

 主に当社及び㈱堀場エステック、㈱堀場アドバンスドテクノ、ホリバ・ジョバンイボン社（フランス）が中

心となって協調し、半導体部門の成長市場に向け研究開発を行っている。また、伸長の著しいフラットパネル

ディスプレイ（FPD）向けに使用される装置の設計も行っている。当中間連結会計期間の主な成果としては、

マスフローコントローラのデジタル高性能化、液体材料気化供給装置、圧力ゲージ、残留ガスモニタ、レティ

クルマスク異物検査装置、ウェット洗浄薬液モニタ、超薄膜計測システム、インラインガス分析計等300ｍｍ

市場に対応した製品に重点を置いている。また、FPD生産プロセス向けの自動薄膜測定装置を市場に投入し、

浸透を図っている。当事業に係る研究開発費は763百万円である。 
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第３【設備の状況】 
 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はない。 
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第４【提出会社の状況】 
 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 100,000,000 

計 100,000,000 

 （注）「消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる。」旨、定款に定めている。 

 

②【発行済株式】 

種類 
中間会計期間末現在発行数（株）
（平成17年９月20日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月15日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 40,731,761 41,035,008 

株式会社東京証券取引所 
（市場第一部) 
株式会社大阪証券取引所 
（市場第一部） 

－ 

計 40,731,761 41,035,008 － － 

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成17年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使（旧商

法に基づき発行された転換社債の転換及び新株引受権付社債の権利行使を含む。）により発行された株式数

は含まれていない。 

 

(2）【新株予約権等の状況】 

 当社は、旧商法に基づき転換社債を発行している。当該転換社債の残高、転換価格及び資本組入額は次の

とおりである。 

中間会計期間末現在 
（平成17年９月20日現在） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日現在） 

銘柄 
（発行年月日） 

転換社債の 
残高（千円） 

転換価格 
（円） 

資本組入額 
（円） 

転換社債の 
残高（千円） 

転換価格 
（円） 

資本組入額 
（円） 

第２回無担保転換社債 
[転換価額下方修正条項
および転換社債間限定
同順位特約付] 
（平成８年11月21日） 

1,528,000 1,075 538 1,202,000 1,075 538 
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商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりである。 

① 平成14年６月15日定時株主総会決議 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月20日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 72 33 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 72,000 33,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 961（注） 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年７月１日 
至 平成19年６月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額
（円） 

発行価格         961 
資本組入額        481 

同左 

新株予約権の行使の条件 

・新株予約権の割当てを受けた者
（以下「新株予約権者」という）
は、権利行使時においても、当社
及び当社子会社の取締役・監査
役・執行役員または従業員の何れ
かの地位にあることを要するもの
とする。但し、任期満了による退
任、自己都合によらない退職、そ
の他取締役会が正当な理由がある
と認めた場合についてはこの限り
ではない。 
・その他の条件については、株主総
会決議および新株予約権発行の取
締役会決議に基づき、別途当社と
新株予約権者との間に締結する
「新株予約権割当契約」に定める
ところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
権利の譲渡、質入れ及び相続は認
めない。 

同左 

 （注）新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式

により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 １ 

 
調整後払込金額 ＝調整前払込金額×

分割・併合の比率 

また、時価を下回る価額で新株を発行（商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規程に基づく新株予約権

の行使の場合を含まない）または自己株式を処分する時は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

る１円未満の端数は切り上げる。 

     新規発行株式数×１株当たり払込金額  

 
既発行株式数＋

新規発行前の１株当たりの時価  

 
調整後払込金額 ＝調整前払込金額×

既発行株式数＋新規発行株式数  

 


